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青森県地域防災計画（原子力編）修正の概要 

 

平成２５年２月２５日 

原 子 力 安 全 対 策 課 

 

青森県地域防災計画（原子力編）については、昭和４７年に作成して以降、国の防災体制の

枠組みの変更、対象施設の追加等に合わせて修正を行ってきたところである。 

今般の修正は、平成２３年に発生した東京電力（株）福島第一原子力発電所における原子力

事故を契機とした国の原子力防災に関する体制の抜本的な見直しによる、原子力災害対策特別

措置法(24.6改正)、防災基本計画（原子力災害対策編）（24.9修正）、原子力災害対策指針（H25.2

改定予定）等の内容と昨年度青森県原子力防災対策検討委員会で検討した内容等を踏まえたも

のである。 

 

１．原子力災害対策重点区域の拡大 

原子力発電所に係る原子力災害対策重点区域について、ＰＡＺ（予防的防護措置を準備

する区域：原子力施設から概ね５㎞）及びＵＰＺ（緊急時防護措置を準備する区域：原子

力施設から概ね３０㎞）の概念を導入し、これまでの施設から概ね１０㎞範囲から３０㎞

範囲に拡大。 

これに伴い対象となる地域が、東通村、むつ市、横浜町、六ケ所村の４市町村（２８地

域）から野辺地町を加えた５市町村（１７６地域）に拡大。 

【第１章 第６節 原子力災害対策重点区域を含む地域の範囲】 

 

２．原子力施設等の状態に応じた防護措置の準備等と運用上の介入レベル（ＯＩＬ）の設定 

ＰＡＺにおいては、放射性物質放出前の段階から、原子力施設の状態の区分（警戒事象、

特定事象、原子力緊急事態）に応じて予防的な防護措置を準備し、実施。ＵＰＺにおいて

は、原子力緊急事態となった際には予防的な防護措置（屋内退避等）を原則実施。 

放射性物質が環境へ放出された場合には、ＵＰＺおよびＵＰＺ外においては、緊急時モ

ニタリングによる測定結果に基づき防護措置の実施を判断する基準である運用上の介入レ

ベル（ＯＩＬ）と照らし合わせ、必要な防護措置を実施。 

【第１章 第７節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の区分等に応じた防護措置の準備及び実施】 

 

３．広域避難への対応 

市町村は、迅速な避難を行うための避難計画をあらかじめ作成すること、市町村の境界

を越えた広域の避難計画の作成が必要な場合は、県が中心となって市町村間の調整を図る

こと、居住地以外の市町村に避難した住民へ情報伝達する仕組みを整備することについて

記載。 

【第２章 第８節 避難収容活動体制の整備、  第３章 第４節 屋内退避、避難収容等の防護活動】 
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４．緊急被ばく医療への対応（広域連携体制整備、安定ヨウ素剤の配備等を含む） 

緊急被ばく医療について、広域的な応援協力体制を拡充・強化すること、ＰＡＺ内の住

民等に対する安定ヨウ素剤の適時・適切な配布・服用のための手順や体制を整備しておく

こと（事前配布を含む）、ＯＩＬの値に基づき除染を実施することについて記載。 

【第２章 第１１節  救助・救急、医療、消火及び防護資機材等の整備、  第３章 第４節 屋内退避、避難収容等の

防護活動】 

 

５．原子力事故の初期段階における即応体制の確保 

原子力事故に迅速に対応するため、原災法に定める特定事象に至る可能性のある警戒事

象発生の通報があった場合に警戒体制を取ること、また、特定事象発生の通報があった段

階から災害対策本部を設置し対応することについて記載。 

【第２章 第７節 緊急事態応急体制の整備、  第３章 第３節 活動体制の確立】 

 

６．地震等複合災害への対応 

地震等の複合災害による、通信網・電力網の途絶への対応として伝送系の多ルート化、

非常電源等の確保等について記載。要員、資機材等の不足を想定し、関係機関と連携を図

ることを記載。 

【第２章 第６節 情報の収集・連絡体制等の整備、  第７節 緊急時応急体制の整備、  第３章 第２節 情報の

収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保、  第３節 活動体制の確立】 

 

７．災害の長期化への対応 

事態が長期化した場合に備え、動員体制をあらかじめ整備しておくこと、行政機関が移

転した場合の業務継続性の確保を図ることについて記載。緊急避難完了後、国の原子力被

災者生活支援チームと連携することについて記載。 

【第２章 第７節 緊急事態応急体制の整備 ４、第１３節 行政機関の業務継続計画の策定、  第３章 第３節 活

動対制の確立、  第１２節 行政機関の業務継続に係る措置】 

 

８．災害時要援護者への対応 

災害時要援護者に関する情報の共有に努めること、医療機関、介護保険施設等が関係機

関と連携し避難計画を作成すること、県内の施設では対処できない場合に国等へ受け入れ

協力要請することを記載。 

【第２章 第８節 避難収容活動体制、  第３章 第４節 屋内退避、避難収容等の防護活動】 

 


